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地域密着型金融の推進に関する取組状況について（平成 27 年度） 

１．取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮 

（１）創業・新事業支援 

 項目  主な取組実績（平成27年度） 

創業・新事業支援に

関する融資 

 

・創業・新事業支援に関する融資を 45 件（総額 261 百万円）実行い

たしました。内訳は、地公体との提携による制度融資が 38 件（総

額 220 百万円）、新たな需要を創造する新技術・新ノウハウ・新サ

ービスを提供する創業期の事業者を対象とした当行独自の専用融資

商品「あしぎんニュービジネス支援資金」が 7 件（総額 41 百万

円）となっております。 

創業補助金に関する

取組み 

・認定支援機関として、国が行う創業補助金に関する確認書を 3 件発

行し、うち1件が採択されました。 

「創業者懇談会」の

開催 

 

・当行と栃木県内の有力企業経営者の経済団体である栃木県産業協議

会との共催により、「創業者懇談会」を開催いたしました。創業期

にある事業者（5 社）が参加し、参加各社が自社の取組みや商品Ｐ

Ｒ等の説明を行い、地元有力企業の経営者が経営に関するアドバイ

ス等を行いました。（27年 10月） 

 

（２）成長段階における支援・事業拡大支援 

 項目  主な取組実績（平成27年度） 

事業価値を見極める

融資手法の活用 
 

・当行がアレンジャーを務めるシンジケートローンを 33件（総額 729

億円）組成いたしました。 

・「あしぎん成長基盤支援私募債」「あしぎん環境配慮型私募債」等に

より、お取引先の発行する私募債を 265 件（総額 273 億円）引き受

けました。 

・ＡＢＬを活用した融資実績が、271 件／291 億円（28 年 3 月末残

高）となりました。 

各種商談会の開催 

 

・当行、常陽銀行、群馬銀行の 3 行共同により、食と農に関する展示

商談会「アグリフードフェスタ 2015」を開催いたしました。（27 年

6月：出展企業総数320社、うち当行からの出展企業数115社） 

・栃木県内 6 信用金庫、2 信用組合と共同で、地元製造業の販路拡大

支援を目的とした「ものづくり企業展示・商談会 2015」を開催いた

しました。（27年 11月：出展企業155社、個別商談件数213件） 

・当行を含む地方銀行 41 行と共同で、“食”の展示商談会「地方銀行

フードセレクション 2015」を開催いたしました。（27 年 11 月：当

行からの出展企業22社） 

・栃木県との共同により、食と農に関するビジネスマッチングを目的

とした「とちぎ食の展示・商談会 2016」を開催いたしました。（28

年 1月開催：出展企業149社、個別商談件数324件） 

・高速道路のサービスエリア（ＳＡ）・パーキングエリア（ＰＡ）を

管轄するネクセリア東日本株式会社およびＳＡ・ＰＡのレストラ
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 項目  主な取組実績（平成27年度） 

ン・売店運営会社計 8 社と、ミニ商談会（食品関連企業対象）を開

催いたしました。（27年 8月：出展企業6社、個別商談件数48件、

28年 2月：出展企業5社、個別商談件数40件） 

「ものづくり・商

業・サービス革新補

助金」への取組み 

 

・国が行う「ものづくり・商業・サービス新展開支援補助金」の普及

に向け、当行は認定支援機関として、個別相談会を開催する等によ

り、申請書類の作成支援等を行いました。（一次・二次公募合計採

択件数：111件） 

業務提携 

 

・中小企業者等の経営の安定および経営基盤の強化を支援するため、

関東信越税理士会栃木県支部連合会と「中小企業支援に関する業務

提携覚書」を締結いたしました。（27年 8月） 

株式会社地域経済活

性化支援機構（ＲＥ

ＶＩＣ）との連携 

 

・医療・介護分野およびヘルスケア産業の発展への貢献を目的とし

て、ＲＥＶＩＣが運営する「地域ヘルスケア産業支援ファンド」へ

出資しております。 

・有用な経営資源（競争力）を有する国内中堅企業の収益改善を目的

として、同じくＲＥＶＩＣが運営する「地域中核企業活性化支援フ

ァンド」へ出資しております。 

・お取引先への支援能力の向上をはかるため、ＲＥＶＩＣと「特定専

門家派遣」に関する契約を締結いたしました。（27年 5月） 

新現役交流会 

 

・新製品開発や販路拡大などの経営課題を抱える地元企業と、豊富な

知識・経験・ネットワークをもつ企業ＯＢとのマッチングを行う第

2回「あしぎん新現役交流会」を開催いたしました。（27年 10月）

「あしぎんビジネス

プラン・グランプ

リ」の開催 

 

・地域で産業革新や雇用創出につながる優れたビジネスプランを表彰

し、事業拡大に向けたサポートを行う取組みとして、「あしぎんビ

ジネスプラン・グランプリ」を開催いたしました。（27年 11 月募集

開始、28年 3月受賞プラン決定） 

・応募総数 214 件のうち、第１次・２次・最終審査を経て、グランプ

リ賞 1 件、優秀賞 3 件、奨励賞 4 件、特別賞 5 件が選定されまし

た。 

海外ビジネスサポー

ト 

 

【海外ビジネスマッチング】 

・ファクトリーネットワークアジア（タイ）の主催で開催された「Ｍ

ｆａｉｒバンコク 2015 ものづくり商談会」に共催として参加いた

しました。（27年 6月） 

・ファクトリーネットワークチャイナの主催で開催された｢ＦＢＣ上

海 2015 ものづくり商談会｣に共催として参加いたしました。（27 年

9月） 

【海外ビジネスセミナーの開催】 

・インドネシアにおける外貨建オフショア債務に対する新規制のルー

ルの解説を中心とした「インドネシア･国外外貨借入規制セミナー

および個別相談会」を開催いたしました。（27年 11月） 

【その他の海外ビジネスサポート】 

・株式会社国際協力銀行がメキシコ合衆国・アグアスカリエンテス州
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 項目  主な取組実績（平成27年度） 

およびハリスコ州とそれぞれ 2015 年 10 月、2015 年 11 月に締結し

た、“日本の地域金融機関を通じた中堅・中小企業のメキシコへの

進出支援体制の整備に係る覚書”に当行が参加し、同２州と業務提

携をいたしました。これにより、メキシコ合衆国で事業を展開する

お客さまへのサポート体制を強化いたしました。（28年 2月） 

・株式会社プロネクサスと「業務協力合意書」を締結し、アジア地域

への進出を検討されているお客さまへのサポート体制を強化いたし

ました。（28年 2月） 

人材の育成 

 

・「中小企業診断士」および「証券アナリスト」の資格取得を支援す

るため、外部専門学校による資格取得対策講座への行員派遣を継続

しており、27 年度は、中小企業診断士に 1 名が合格（合格者累計

15名）、証券アナリスト試験に2名が合格（合格者累計26名）いた

しました。 

・一般社団法人日本医療経営実践協会の実施する「医療経営士」の認

定試験 2 級に 2 名、3 級に 5 名が合格（合格者累計 2 級 3 名、3 級

71名）いたしました。 

・日本政策金融公庫農林水産事業の実施する「農業経営アドバイザ

ー」認定試験に1名が合格(合格者累計24名）いたしました。 

・動産評価アドバイザー認定試験合格者は8名が在籍しております。

 

（３）経営改善・事業再生支援 

 項目  主な取組実績（平成27年度） 

経営改善計画の策定

支援 

 

・27年度は 140 先の経営改善計画の策定を完了し、このうち、中小企

業再生支援協議会の活用先数が62先となりました。 

＜経営改善計画策定支援実績（平成27年度）＞ （単位：件） 

 件数 

 

当行 

主導 

外部機関の活用 

協議会 他の機関 専門家

経営改善計画 

策定支援実績 
140 45 62 42 116

※実績は、新規計画策定の他、既存計画の見直し、期間満了に伴う再策

定を含む。 

※外部機関等の活用については重複のケースがあるため、合計の数は一

致しない。（例：協議会と外部専門家の併用） 

※外部機関等のうち「他の機関」とは、以下の公的機関を指す。 

①地域経済活性化支援機構、②整理回収機構、③東日本大震災事業者

再生支援機構、④産業復興相談センター、⑤経営改善支援センター、

⑥経営サポート会議（27年度の活用実績は、上記のうち④⑤⑥） 

中小企業再生ファン

ドの活用 

 

・地元を代表する企業 1 社の事業再生支援に向けて、取引金融機関の

同意を完了し、27 年 10 月に中小企業再生ファンド「とちぎネット

ワークファンド」に債権譲渡を行いました。 
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 項目  主な取組実績（平成27年度） 

ＤＤＳの活用 ・事業再生支援のためのＤＤＳを 1 件（73 百万円）実行いたしまし

た。 

（４）事業承継 

 項目  主な取組実績（平成27年度） 

相談対応 

 

・後継者への自社株式移転等の事業承継ニーズに関して、645 件（受

付ベース）の相談に対応いたしました。 

・Ｍ＆Ａに関する 175 件の相談に対応し、このうち 6 件が成約いたし

ました。 

セミナーの開催 

 

・お取引先における後継者育成をサポートするセミナーとして、第 17

回「あしぎん後継者育成塾（ニューリーダー養成道場）」（主催：㈱

あしぎん総合研究所）を開催いたしました。（27年 6月） 

・中堅・中小企業の事業承継とＭ＆Ａに関する情報提供を目的とし

て、企業経営者向けの「あしぎん事業承継・Ｍ＆Ａセミナー」を開

催いたしました。（27年 7月、10月） 

 

（５）その他の取組み 

 項目  主な取組実績（平成27年度） 

各種セミナーの開催 

 

・平成 28 年度診療報酬改定のポイントと今後の医療政策に関する情

報提供を目的として、病院向けに「あしぎん診療報酬改定セミナ

ー」を開催いたしました。（28年 3月） 

災害発生時の対応 

 

・群馬県内における突風被害の発生を受け、相談窓口（群馬県内店）

と相談ダイヤルを設置したほか、災害復旧支援融資の取扱いを行い

ました。（27年 6月） 

・台風 18 号等による大雨被害の発生を受け、休日の対応を含めて相

談窓口と相談ダイヤルを設置したほか、災害復旧支援融資の取扱い

を行いました。（27年 9月） 

「経営者保証に関す

るガイドライン」の

活用 

 

・「経営者保証に関するガイドライン」の公表後、対応マニュアルの

制定をはじめとした態勢整備を行い、融資取組みにあたっては、経

営者保証の必要性の検討、ＡＢＬ等の代替的手法の活用の検討、適

切な保証金額の設定の検討を行っております。 

・27年度における活用状況は下表のとおりです。 

＜「経営者保証に関するガイドライン」の活用状況＞ 

 
27年度 

上期 

27年度 

下期 
累計※

新規に無保証で融資した件数 602 623 2,108

保証契約を解除した件数 43 51 148

ガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数 3 0 5

※中小企業者に対する件数を集計の対象としております。 

※累計は26年 2月のガイドライン適用開始時からの累計です。 
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２．地域の面的再生への積極的な参画 

項目 主な取組実績（平成27年度） 

「まち・ひと・しご

と創生総合戦略（地

方創生）」への取組み

 

・地方創生に関する積極的な支援および推進に向けて、地域振興部の

「地域振興推進グループ」の名称を「地方創生推進グループ」に変

更したほか、行内横断的な推進組織として「地方創生推進プロジェ

クトチーム」を設置するなど、行内体制を整備いたしました。（27

年 4月） 

・栃木県をはじめ、27 地方公共団体の地方版総合戦略策定審議組織に

参画し、「地方人口ビジョン」および「地方版総合戦略」の策定支

援に積極的に関与しました。 

・地域経済の活性化や持続的発展、地域の雇用創出等に向け相互に協

力することを目的に、足利市（27 年 9 月）、野木町（27 年 11 月）

と「企業立地等支援に関する連携協定」を締結いたしました。 

・地域経済の活性化等に資する複数の事業施策において、相互に協力

し、地方創生のさらなる推進をはかり、持続的な“まち”を実現す

ることを目的に、宇都宮市と「包括連携協定」を締結いたしまし

た。（28年 2月） 

・当行主催、あしぎん総合研究所後援にて、地方創生をテーマとする

『創業 120 周年記念講演会』を、宇都宮市、足利市で開催いたしま

した。（27年 10月） 

地方公共団体との連

携 

 

【栃木県との連携】 

・地方創生施策の一環として当行ＡＴＭ画面を活用し、「プレミアム

付き商品券」のＰＲを行いました。（27年 5月） 

・台風 18 号等による被災者の方々の支援や被災地の復旧に役立てて

いただくため、栃木県に対し義援金（20 百万円）を贈呈いたしまし

た。（27年 9月） 

・障害者就労支援事業所で働く障害者の工賃アップに向けた「栃木県

障害者工賃向上計画」にかかる取組に協力し、本店 8 階ロビーにて

「とちぎナイスハートバザール in あしぎん」を開催いたしまし

た。（28年 1月） 

【市町との連携】 

・各市町と連携した、定住促進に関する補助金等を利用する地域住民

の方を対象とした「定住応援住宅ローン」について、古河市（27 年

4月）、野木町（27年 5月）、佐野市（28年 4月）と新たに連携し、

取扱いを開始いたしました。（連携する市町 15 市町：宇都宮市・栃

木市・日光市・小山市・矢板市・那須塩原市・那須烏山市・桐生

市・古河市・塩谷町・那須町・那珂川町・茂木町・野木町・佐野

市） 

・台風 18 号等による被災者の方々の支援や被災地の復旧に役立てて

いただくため、災害救助法の適用を受けた県内 8 市町に対しまし

て、お見舞金を寄付いたしました。（27年 9月） 

・市税等のペイジー収納が可能な宇都宮市、小山市、桐生市におい
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項目 主な取組実績（平成27年度） 

て、当行ＡＴＭ・インターネットバンキングで市税等を納付された

お客さまを対象とした「ペイジー収納キャンペーン」を実施いたし

ました。(27年 4月～27年 9月) 

・小山市が行う「ワーク・ライフ・バランス推進事業者認定事業」に

おいて、当行小山市内店舗を代表して、小山支店が「推進事業者」

としての認定を受けました。（27年 6月） 

ＰＦＩへの取組み 

 

・今後の発展が見込まれるＰＦＩ市場に対して、県内企業のＰＦＩ事

業に関するノウハウ取得・ネットワーク構築等を目的として、「あ

しぎんＰＦＩ塾」（主催：㈱あしぎん総合研究所）を開催いたしま

した。（27年 4～6月に全5回、参加者約20名） 

 

３．地域や利用者に対する積極的な情報発信 

項目 主な取組実績（平成27年度） 

㈱あしぎん総合研究

所を通じた情報発信 

 

・月次および四半期の景気観測調査に加え、ボーナス支給予測調査や

賃金と雇用に関する動向調査、観光に関する日光インバウンド調

査、企業からみた景気の現状と見通し調査などを実施し、27 年度に

おける調査結果の公表を21回行いました。 

地域における金融知

識の普及 

 

・職業体験の機会提供として「インターンシップ」を 2 日間実施し、

銀行業務に関心のある大学生25名を受け入れました。 

・校外体験学習の機会提供として、地域の小学生を対象とした「あし

ぎんキッズスクール『お金の体験学習』」を本店にて開催し、親子

21組 46名が参加いたしました。（27年 8月） 

・27年 12月に「第10回全国高校生金融経済クイズ選手権『エコノミ

クス甲子園』栃木大会」を開催いたしました。今年は 3 回目の開催

となり地元高校生（9 校 15 チーム 30 名）が参加いたしました。本

大会の開催により、地元高校生が金融・経済を楽しく学ぶ機会とな

るよう努めております。 

・宇都宮大学において、当行の歴史を通して金融市場の仕組みやその

機能等を学ぶ寄附講座を、平成 22 年より継続して提供しておりま

す。 

メディアを活用した

情報発信 

 

・スマートフォン用コミュニケーションアプリ「ＬＩＮＥ」に当行専

用アカウントを開設しており、「友だち登録」いただいたお客さま

にキャンペーンや地域の各種イベント情報などを発信しておりま

す。 

・地元テレビ局である株式会社とちぎテレビのデータ放送「あなたの

街のデータ放送」に、当行のコンテンツ掲出を継続しております。

身近な媒体であるテレビを通して、キャンペーン情報やセミナー開

催、地域貢献への取組み状況などをタイムリーに発信しておりま

す。 
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地域密着型金融の取

組みに関する情報発

信 

 

・当行のホームページやミニディスクロージャー誌（営業のご報告）

に「地域密着型金融への取組み」の項目を設け、地域密着型金融の

推進に関する取組状況を掲載しております。 

・当行のＣＳＲ紹介のビデオを制作し、株主総会や記念講演会、個人

投資家向け会社説明会などの機会を利用して放映し、地域密着型金

融への取組状況をお知らせいたしました。 

・27 年 10 月に創業 120 周年を記念して発行しました「ASHIGIN 

REPORT 120 周年記念号」に、地域貢献への取組内容を掲載し

16,500部の配布を行いました。 

以  上 
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